羽企広発第１１７１４号
令和 ３ 年１１月１９日

西多摩社会保障推進協議会

会　長　　　式場　徳昭　 様

日本年金者組合西多摩多摩川支部

支部長　　　小 舟　保 雄　 様

羽村市長　　橋本　弘山　　

高齢者全都共同行動申入書の「付属文書」について（回答）

令和３年１０月２２日付け「高齢者全都共同行動申入書の「付属文書」について、下記のとおり下記のとおり回答します。

１、後期高齢者医療制度について
西多摩地域では、２００８年に日の出町が７５歳以上の高齢者の「医療費窓口負担の償還払い」を実施し、その後２０１１年４月から、檜原村でも窓口半額負担に踏み切りました。住民に身近な地方自治体だからこそ、健康予防の諸施策ともあいまって実施すれば高齢化社会の進展など、益々厳しくなる財政状況の中で医療費抑制にも期待できるのではないでしょうか。羽村市でも後期高齢者の医療費窓口負担の無料化を検討してください。
１）昨年の回答では、一般会計当初予算の2.43％で無償化が、その半分の1％ちょっとあれば半額助成が可能とのことでした。高齢者対策の一環として踏み切る意思があれば無理な施策ではありません。「早期治療で医療費総額が少なく済む」との報告もあります。ぜひ一歩踏み出してください。
なお、こうした要望を実施するため費用は、羽村市の２０２０年度一般会計予算の何％にあたりますか。又、予算額は幾らになりますか。
【回答】
令和3年度(2021年度)の推計として回答いたします。一般会計予算の当初予算額(22,226,000千円)に対する医療費の一部負担金額の推計額(537,634千円)の割合は2.42％となります。なお、昨年度は2.54％と回答しております。

また、従来のご説明のとおり、被保険者数の増加に伴って医療費は増加し続けており、恒久的に助成費用の予算を確保する財政的課題や、後期高齢者医療制度における世代間負担の公平性の問題があることから、医療助成制度を実施することは考えておりません。特に、コロナ禍の終息が見通せない現状や、令和4年以降にはいわゆる団塊の世代が後期高齢者となり医療費の急増が予想される中で、医療費無償化という新たな財政負担を伴う事業の導入は困難です。
２）後期高齢者医療制度保険料の特例軽減措置に関する要請
低所得者の９割減免、８．５割減免などの処置がとられてきましたが、２０１７年度からの保険料軽減特例の見直しが始まっています。該当者にはすでに影響が出ています。これ以上の実施を見合わせるように国へ意見を上げてください。
1 国や都に保険料負担の軽減を働きかけると共に、市としても負担軽減の具体策を検討してください。
【回答】
保険料の軽減特例の見直しについては、特例措置が終了し令和3年度から法令どおりの軽減割合となりました。ただし、被用者保険の元被扶養者に対する所得割額の賦課については、引き続き実施しないよう、全国後期高齢者医療広域連合協議会から国に要望しているところです。

また、市独自の保険料軽減策については、東京都後期高齢者医療広域連合が法令に基づく軽減だけでなく、同広域連合独自の所得割軽減措置を講じていることや構成区市町村からの一般財源の投入などにより保険料の上昇を抑制していることから、実施する考えはありません。

2 後期高齢者医療費の窓口負担原則２割の方向が打ち出されています。窓口負担が増えれば診察を控える等「必要な医療を受ける機会を失う高齢者」が増える事が懸念されます。窓口負担の引き上げをしないよう国に強く働きかけてください。
【回答】
　　後期高齢者の窓口負担の在り方については、被保険者への情報提供や丁寧な説明を行うよう全国後期高齢者医療広域連合協議会から国に要望しています。
　　なお、窓口2割負担の施行後3年間は、外来患者の一月分の負担増を最大でも3,000円に収まるような配慮措置が導入される予定です。

２、国民健康保険について
羽村市における高齢化率は25.7％で、単身高齢者・高齢者夫婦のみの世帯も約6,500世帯となって高齢化は進行しています（いずれも2019年1月現在）。
こうした状況も踏まえておたずねしますが、国保は第一次産業や自営業者が加入する制度のため無職の高齢者が多くなり、皆保険制度の下でおのずと所得の低い層を抱え込むことになります。
１）国と、国保財政運営の責任主体となった東京都に対して、市区町村が一丸となって国庫支出金と都支出金を増額するよう要請してください。特に財政安定化に向け国庫負担率を１９８４年１０月以前の補助方式に戻すように、都や他区市町村と協力して働きかけてください。２０１９年度の要望活動の内容・結果についてお知らせください。

【回答】
国民健康保険の安定した財政運営が図れるよう、令和元年度も東京都を通じ、国に対し国庫負担の割合の引上げなど要望しています。
２)羽村市としても法定外繰入（法的には問題ないことは国会答弁でも明らか）を拡充するなど、保険税の負担軽減をこれまでどおり継続し、さらに拡充してください。
【回答】
国保財政健全化計画に基づき、定期的な保険税率の見直しを行い、法定外繰入(決算補填等目的の法定外繰入)の削減・解消に取組んでいく考えです。

３）子ども（18歳以下）の国保料（税）の均等割を減・免処置してください。近隣においても所得のない子ども達への国保料（税）賦課を見直す機運が高まっています。昭島市や東大和市、清瀬市なでに続いてあきる野市でも導入しました。引き続き羽村市においても実施されるように求めます。
【回答】
国は、令和４年度から未就学児に対する均等割の軽減を実施し、その軽減で補填することとしており、羽村市でも法令等の改正にあわせ実施する予定です。
また、軽減対象年齢範囲の拡大についても、東京都を通じ国に要望しているところです。
４）国保税の滞納世帯数と短期保険証、資格証明書について
①国保加入世帯数、滞納世帯数、短期証、資格証発行数がどのような変化があるか数値で示してください。
【回答】
	
	加入世帯数
	滞納世帯数
	資格証世帯数
	短期証世帯数

	平３１年４月１日
	　７，９８４
	２,４１３
	　　１０７
	　　　２８

	令０２年４月１日
	７，８４４
	２,０４５
	８１
	２４

	令０３年４月１日
	７，８６０
	１,６９０
	４９
	１５


※国保加入世帯数は３月３１日時点としています。

②短期保険証の留め置きはせず、世帯主に直接郵送してください。これは診療抑制を防ぐ措置として大変有効です。
【回答】
　短期資格証の留め置きはしていません。

3 あきる野市では資格証を発行していません。羽村市も発行しないでください。資格証の発行を続ける場合でも、資格証の注意書きに、「病気及び負傷など」の場合には人権擁護の立場から、「被保険者証を交付します」を加筆改善してください。青梅市では実施されています。
【回答】
羽村市では、資格証を発行してますが、資格証の注意書きを変更する考えはありません。なお、疾病の状態や長期的な治療が必要なケースなど世帯からの申し出により適宜判断し、短期証を発行しています。

５）国保料（税）滞納者や低所得者で、経済的と思われる理由で診療を中断したり制限した結果、手遅れとなった事例も報告されています。市民の命と健康を守る身近な自治体として、窓口負担の減免等制度周知や相談など木目細かな対応をお願いします。
【回答】
具体的な相談があった場合には、減免の制度を説明する一方で、生活困窮世帯に対しては生活保護などの案内も同時に行っています。

６）無料低額診療制度があることを広報等で市民に周知してください。市内で対応している医療機関はありますか。また、令和元年度の実績をお知らせください。
【回答】
無料低額診療制度については、市内で制度対応している医療機関がないことから、広報等で周知しておりません。
なお、令和元年度において、1件問い合わせがあり、市外で制度対応している医療機関をご案内しました。
７）国保税滞納者の差押えについておたずねします。
①令和２年度の差押え件数、物件内訳　について、右の表に記して教えてください。また、収納率アップによるインセンティブ（保険者努力支援制度の一部）の強調が、無理な滞納処分につながることがないように要請します。
【回答】

	
	差押え物件内訳
	差押え物件数

	
	
	令和元年度
	令和２年度

	え
	預貯金
	４２件
	７９件

	
	給与
	１３８件
	１３６件

	
	生命保険
	２４件
	３５件

	
	年金・賃料等
	１７件
	１０件

	
	不動産
	　２２件
	１３件

	
	自動車等
	　３件
	１件

	
	動産、売掛金、その他債権
	３７件
	４１件

	差押え合計金額
	８７,３１５,０８０円
	７６,３１６,７６０円


３、保険、医療、地域医療改善について
１）新型コロナ感染症対策について
　①　やや落着いた感のある新型コロナウイルス感染症。冬の第６波感染拡大が懸念されます。ブレイクスルー感染の危険性も指摘される中、ワクチン接種のみの対策では「国民のいのちは守れない」と思います。ワクチン接種と併せてPCR検査等大規模・広範囲の実施と自粛に対する確かな補償無しには国民のいのちは守れないと考えますが、いかがお考えでしょうか。市としてのスタンスをお聞かせください。
【回答】
現在、感染状況が落ち着いてきており、その一因にワクチン接種が進んだことが挙げられています。
PCR検査等に関しては、感染が発生した際等に実施される行政検査のほか、国や都による高齢者施設等や学校を対象としたものが実施されております。市でも、「羽村市新型コロナウイルス感染症に係るPCR検査等補助金」として、高齢者施設、障害者施設等の利用者及び従事する職員に対して、一定の条件のもと、検査費用の助成を実施しております。
PCR検査等大規模・広範囲の実施や自粛に対する補償等は、国が施策として実施すべきものと認識しており、引き続き、その動向を注視してまいります。

感染の拡大防止には、3つの密（密閉、密集、密接）を避けること、人と人との距離をとること、外出時はマスクを着用する、家の中でも咳エチケットを心がける、さらに家やオフィスの換気を十分にする、十分な睡眠などで自己の健康管理をしっかりすることで、自己のみならず、他人への感染を回避するとともに、他人に感染させないように徹底することが必要とされています。市では、これらの対策について、市民の皆様に取り組みを継続していただくよう、引き続き啓発に努めてまいります。

　②エッセンシャルワーカーと言われる方々には、必要な定期で継続した検査を公費で実施してください。
【回答】
エッセンシャルワーカーと呼ばれる方々は、感染リスクのある中、医療、介護、物流等のそれぞれの業務に従事してくださっており、市としましても感謝するとともに敬意を表したいと思います。
ＰＣＲ検査に要する経費の財政支援として、都が日本財団と協力協定を締結して実施する「高齢者施設等の従事者への無料PCR検査事業」や、①で回答した市で実施する「羽村市新型コロナウイルス感染症に係るPCR検査等補助金」で費用を助成しております。
　③コロナワクチン接種はスポーツセンターでの集中方式をやめ、かかりつけ医などで接種できるようにしてください。
【回答】
新型コロナワクチン接種については、羽村市医師会の協力を得て、安全・安心な接種を行うことを基本として取り組んでおります。接種後の体調不良などに迅速に対応できるのは、医師や看護師の人数を確保できる集団接種会場での接種と考え、１・２回目の接種を集団接種で実施して参りました。
現在、国が方針を示しております3回目の接種につきましては、集団接種に加えて、かかりつけ医での接種についても羽村市医師会と検討を進めております。
２）毎年の要請で恐縮ですが、引き続き特定健診・がん検診等について以下の通り要請します。
　①前立腺がん検診を６０歳以上の希望者に実施してください。隣の福生市では定員を３００人程度として実施し喜ばれています。
【回答】
国の第3期がん対策推進基本計画（平成30年3月）の目標の一つとして、「科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実」が謳われており、国の指針に定められていないがん検診については、受けることによる合併症や過剰診断等の不利益が利益を上回る可能性があるとされており、実施している市町村に対し、都道府県が必要な働きかけを行うことにより、指針に基づいた適切な検診の実施を促していくこととされております。前立腺がんについては、過剰診断に基づく過剰診療により、排せつ機能障害や性機能障害などの深刻な後遺症につながることも指摘されております。市では、今後も、国の指針に沿って実施していきたいと考えております。
なお、今後も国の動向を注視し、国の指針が示された場合には、実施を検討していきたいと考えております。

　②女性の乳がん検診を毎年行えるようにすると共に対象年齢も引き下げてください。
【回答】
厚生労働省の「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」では、乳がん及び子宮頸がん検診の実施回数については、同一人について2年に一回、乳がん検診の対象者については40歳以上の女性と定められておりますので、今後も指針に基づき実施してまいります。

なお、受診率の向上を図るため、今後も引き続き、受診勧奨を実施してまいります。
　③男性の骨粗しょう症の検診の受診機会を増やしてください。又、ニーズを把握する観点から「はむら健康の日」における男性受診者数をカウントしてください。
【回答】
女性は、出産や閉経によりホルモンバランスが大きく変化し、女性ホルモンの分泌が減少するため、男性よりも急激に骨密度が低下していく傾向があることから、骨粗しょう症検診を実施しております。

　　  また、健康増進法でも女性を対象としていることから男性の検診については、今後も市主催事業での骨密度測定で対応してまいりたいと考えております。
市主催事業における男性受診者数の把握については、予定しておりません。
なお、「はむら健康の日」につきましては、「健康フェア（市民体育祭と同時開催）」と合わせたイベントの「はむら健康フェア」として実施予定です。（令和３年度は、コロナ感染拡大防止のため、中止が決定しています。）

4 特定健診の眼底検査及び難聴検査について、羽村市の独自施策としておこなってください。
【回答】
特定健康診査等の結果を踏まえ、国の基準に該当した場合は、医師が必要な方に検査を行っております。また、国の基準に該当しなかった場合でも、羽村市独自の「ヘルスアップ健康診査」においても、健診結果をもとに医師の判断により行っておりますので、今後も同様の方法で実施してまいります。

なお、特定健康診査等は、生活習慣病の予防を目的として実施おりますので、現在のところ「聴力検査」の実施は考えておりません。

引き続き、国の基準等に基づき実施していくとともに、国や都、近隣市町村の動向を注視してまいります。
３）、子どもの医療費助成について、「子育てしやすいまち」づくりへ、以下の施策を国や都に率先して実施してください。

①子どもの医療費助成（マル子）について、日の出町や２３区と同じように、一部負担金なしの助成を行なってください。
②既に全自治体の３分の１近くまで広がっている医療費助成（マル子）の対象年齢を高校生(18歳年度末まで)までに引き上げてください。
【回答】①、②共通　

子どもの医療費助成については国の医療制度として制度化されることが望ましいと考えており、現時点では一部負担金なしの助成及び対象年齢の引き上げを行う考えはありません。

なお、東京都市長会では令和４年度の東京都予算編成に対する要望事項として「子育て環境の充実」を掲げ、その中で子どもの医療費助成については、国が制度化することを働きかけるよう要望しています。

４）公立福生病院について
①医師の確保について、一昨年以降、「「内科、脳神経外科、麻酔科及び救急科の医師を募集している」とのお話でしたが、その後の充足状況等についてお知らせください。
【回答】
昨年と大きな変化はなく、「大きな問題につながるような医療スタッフの不足はない」、「内科、脳神経外科、麻酔科及び救急科の医師を募集している」とのことです。
②救急医療において、令和２年度の受け入れ状況についてお知らせください。
【回答】
令和２年度の救急患者受け入れ件数は、9,427件で、うち救急車による搬送が1,871件、それ以外が7,556件とのことです。

４、介護保険制度について
１）コロナ関連対策
①コロナ感染により収益源（減）となった事業所への支援を利用者負担を増やすことなく行ってください。
【回答】
令和３年度介護報酬改定において、９月30日までの間、感染防止対策に要する対応として介護保険の各サービスの月の基本報酬に、0.1パーセント上乗せすることとされています。10月以降については、特例的な評価の対象となっていた全ての介護事業所・施設に対し、直接的に必要なかかり増し経費である衛生用品の購入経費、感染症対策に要する備品の購入経費について東京都からの補助事業となることとなりました。今後についても、国、東京都等と連携しながら取り組んでいきます

　②必要物資の供給、PCR検査をふくめた感染対策の強化を市としても行ってください。

【回答】
新型コロナウイルス感染症に関する取組は、国、東京都と連携して推進しており、物資の供給については、マスク、エプロン、手袋、ゴーグルの配布を行い、更に、羽村市独自に介護用ガウン、消毒液を配布し、事業継続を支援しています。
今後についても、国、東京都等と連携しながら取り組んでいきます。
２）労働条件改善・人材確保

①この間、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算などが行われましたが、他の職種に比べると依然として低賃金です。介護事業所の存続、安定的な運営、介護職員の雇用確保・継続のための更なる介護報酬の引き上げと処遇改善を行なうよう、国、都へ要望してください。
【回答】
これまでも、東京都市長会を通じて東京都に対して要望活動を行っており、東京都においても国に対して要望していると聞いています。
引き続き、多摩26市、東京都と連携しながら取り組んでいきます。
②利用料負担の軽減や、認知症グループホームをふくめた食費・居住費負担に対する独自軽減措置を創設してください。

【回答】
これまでも、東京都市長会を通じて東京都に対して要望活動を行っております。
引き続き、多摩26市、東京都と連携しながら取り組んでいきます。
５、高齢者・障がい者、まちづくりについて　
１）徘徊高齢者探索サービスに関し、以下についてお知らせください。
① 令和３年１０月１日現在における、利用状況をシステム（機種）別にお知らせください。
【回答】
令和３年１０月１日現在の利用状況は、位置情報サービスに加えて保護支援サービス及び保護代行サービスが利用できる機種については２件、小型軽量で探索端末からGPS端末のブザーを鳴らしたり、指定エリアから出るとメールで通知する機種については７件となります。
②羽村市内における高齢者の自殺・孤立死・孤独死の現状について、把握している範囲でお聞かせください。ここ１年間は、ほぼコロナ禍での暮らしとなりましたが、例年と比べ目に見える違いなどがありましたら教えてください。
【回答】
　　　令和３年９月に安否確認した時点で自宅で亡くなっていた事例が1件ありました。
　　　高齢者見守り事業協定・協力依頼先からの通報は、令和２年度は０件でした。
　　　国や都からの外出自粛に伴い、自宅で過ごす時間が増えているため、フレイル・認知症予防を強力に推進しています。

③民生委員さんの配置基準、委嘱者数、充足率に変化はありますか。又、一人の民生委員さんの担当世帯、人数についても同様にお知らせください。
【回答】
羽村市の定数は、民生・児童委員48人、主任児童委員4人の計52人です。

委嘱者数は、民生・児童委員41人、主任児童委員4人のほか、民生・児童委員協力員3人で充足率は92.3％です。人口から算定するとおおよそ500世帯1,000人となります。
２)ごみ出しが困難な障がい者や高齢者を対象にした「ハンディキャップボックス・シール」等の調査・検討をすすめているとの回答を昨年もいただきました。その後の進捗状況について教えてください。
【回答】
ごみ出しが困難な障がい者や高齢者を対象にした支援制度については、制度の調査・研究及びニーズの把握を継続しており、引き続き、関係部署と調整を図りながら検討してまいります
３）高齢者や障がいを持った方々が安心して通行できる歩道を確保してください。特に羽村駅西口前の整備は待ったなしです。特に横田クリニック横の交差点から駅前の間は狭くて危険です。昨年の回答では「羽村駅西口土地区画整理事業」として取り組むとのお話しでしたが、区画整理事業の検証・見直しを掲げる橋本市政にかわりました。区画整事業と切り離して早期の整備をお願いします。
【回答】
公共性の高い駅前周辺の整備については、将来に渡って羽村市が繁栄し続けられるとともに、障がいのある方や高齢者をはじめ、だれもが安全・安心に利用できる駅前周辺の歩行空間の確保など、整備のコンセプトの一つでもある「ユニバーサルデザイン」に配慮し、道路ネットワークと歩道のループ化を目指した整備を、羽村駅西口土地区画整理事業で取り組んでおります。

本事業においては、優先整備地区の一つとして羽村駅前周辺地区の整備を進めており、これまで羽村駅西口駅前から小作方面のＪＡ西多摩側の歩行者専用道路の整備や、福生方面の歩行者専用道路の暫定整備、また、駅前広場の暫定整備の中で、警視庁との協議を踏まえ、自動車交通を一方通行とするなど、随時、通行の安全に努めてきたところです。

ご存知のとおり、駅を中心とした本事業施行地区は既成市街地として多くの土地利用がされていることからも再編整備には時間を要することになりますが、土地区画整理事業の手法による計画的な施工を進め、課題を解決していかない限り健全な市街地環境を創出していくことは難しく、本事業の着実な実施が肝要と捉えております。

また、これまでの「回答書」でもお答えしておりますとおり、駅前周辺の整備については、現行の事業計画に基づき、駅前広場から新奥多摩街道までの間のメイン道路の整備については、令和5年度に着手し令和13年度を目途に、新奥多摩街道からお寺坂までの間については、令和11年度に着手し、令和12年度　　　　　　　　　を目途に完了する計画としております。

なお、今後、第三者委員会において客観的に「事業の検証」が行われていくことになりますが、現時点において、区画整理事業と切り離した整備手法について、具体的にお伝えできる状況にないことをご理解いただきたいと存じます。

引き続き、本事業による整備を計画的に実施していくことが、皆様が待ち望まれる早期整備を実現する最も近道であると考えておりますが、本整備の施工までの間は、緊急性、必要性に応じて歩行者等の安全な通行を勘案し、今後も可能な限り暫定整備としての対応を図ってまいります。
４）障がい者が65歳以上になると、障がい福祉サービスの利用により介護保険が優先になり、問題になっています。国に対し制度改正を行うよう引き続き働きかけてください。
【回答】
障害福祉サービスについては、障害者総合支援法第7条「他の法令による給付との調整」の規定により、障害福祉サービスに相当する介護保険サービスが利用できる場合は、当該介護保険サービスの利用が優先されます。ただし、介護保険法の規定によるサービス給付で補われない障害福祉固有のサービスや介護保険法に基づく要介護認定等を受けた場合、非該当とされ、介護保険サービスが利用できない場合で、かつ障害福祉サービスによる支援が必要な場合は、いずれも介護給付審査会に諮り、その必要性に応じて障害福祉サービスの給付を決定し、併用してサービスを提供しております。
また、介護保険サービスに移行したことにより非課税や低所得の方でも自己負担が生じておりますが、この負担を軽減するべく、高額障害福祉サービス等給付費等の支給対象拡大等制度改正が行われ、事務を行っております。
制度改正については、それぞれのサービスの利用が規定され、整合も図られており、市は国の基準に従って適切に対応していることから、現在の福祉サービスを引き続き実施してまいります。　
　　
５）コミュニティーバス「はむらん」は運転免許証を返納した高齢の方々などから大変喜ばれています。運行ルートの双方向化など、一層市民から親しまれる「はむらん」になるよう改善に努めてください。
【回答】
「はむらん」の運行をより良いものにしていくため、毎年「コミュニティバスはむらん運営推進懇談会」を開催し、市民の皆様の意見を伺いながら調査・検討を行っております。
運行ルートの双方向化は便利になる方がいる半面、不便になる方も出てくるとの意見もありますので、現時点では実施の予定はありません。
一方で、JR青梅線の駅への速達性を高めるための運行ルートの見直しなどを進め、市民の皆様の交通手段の一つとして利用しやすいものになるよう今後も努めてまいります。

　　　

６）補聴器の購入、検査や装着のための調整について、羽村市独自の補助や都の制度を活用した補助を実施してください。
【回答】
補聴器の購入に関しましては、身体障害者手帳の聴覚障害があり、一定の条件に該当する方に対して支給と修理を行っており、羽村市独自の助成や検査につきましては、実施しておりません。補助事業の実施については、今後の他市町村における対応も参考にしながら、研究したいと考えております。
６、年金制度について
１）羽村市の国民年金保険料（現年度分）の納付率についてお知らせください。
【回答】
令和2年度納付率66.03%（前年度63.73%）
２）羽村市民の無年金者数や国民年金のみの受給者数の把握は、行政対応にとって必要です。把握するよう努めてください。
【回答】
市では年金の加入記録や受給に関する情報を保有していないため、青梅年金事務所に問い合わせましたが、特に無年金者については、加入記録が全くない方、その他いわゆるカラ期間の有無など受給資格の要件を満たしているか確認できない方が存在することから、その数を正確に把握できないとのことです。

なお、当市の国民年金のみの受給者数につきましては、令和２年度末で1,905人となります。

３）年金制度の引き続く引き下げが年金者の暮しを直撃しています。物価の上昇に見合わないマクロ経済スライドによる調整は、市民の暮しを悪くさせています。年金制度の改悪について市長会等で意見を上げてください。
【回答】
持続可能で安心できる年金制度の確立は国の重要な取り組みです。制度改正については、国の動向を注視しつつ、必要な意見・要望を行いたいと思います。

7、教育問題について
１）これまで子ども達の行き届いた教育をめざす運動と関係者のコロナ対策要請によって、「現在の小学校1・2年、中学校1年の35人学級を全学年に広げる」決定を文部科学省が行いました。この実施方は、現在どのように進行しているか教えてください。
また、中学校の35人学級化、さらに小中学校の全学年の30人学級化を文部科学省や東京都働きかけてください。
【回答】
児童・生徒一人ひとりへのきめ細かな指導・支援のために、東京都市教育長会では、東京都教育委員会に対して、学級編成基準について、学校施設整備のバランスや国の動向を考慮しながら検討するとともに、少人数指導加配教員の配置が図られるよう、「全学年35人以下学級編成の推進及び少人数指導加配措置の維持・充実」について要望しています。

今後も、国や東京都に対し、小学校全学年35人学級の可能な限りの前倒し及び中学校についても35人以下学級の編制について働きかけを継続して行っていきます。
２）特別支援固定級の児童・生徒の増加による施設の拡充を、引き続き強く求めます。
【回答】
令和４年４月に中学校における自閉症・情緒障害特別支援学級を設置予定です。
特別支援学級（固定学級）の児童・生徒に応じた教室、施設等の設置は、国の基準に応じて行っております。今後も児童・生徒の人数の増減に応じて、適切な教室になるよう学校の教室利用状況を見ながら、必要に応じて施設の拡充を検討していきたいと考えております。
３）中学生の成長にとって大きな役割を果たしている部活動の諸用具・靴やユニフォーム、卒業記念アルバム等を就学援助費に追加、又は拡充・増額をお願いします。この実現へ向け、保護者の声の聴取を含めた実態調査を再度要望します。また、できない理由は何か伺います。
【回答】
就学援助費については、現時点で、部活動に要する経費などの交付種目を見直す考えや実態調査を実施する考えはありません。
なお、就学援助制度ではありませんが、全ての保護者を対象に、部活動及び課外活動への支援施策として、対外競技参加費、生徒派遣費（交通費）、音楽会等参加費への補助や自動車借上料の公費負担、また、卒業記念品代の補助を行うなど、様々な保護者負担の軽減を図っています。
４）教職員の働き方改革・長時間過密労働解消のため、
①羽村市総括安全衛生委員会の設置開催を早急に進めてください。
【回答】
羽村市立学校全校の労働安全衛生管理体制を整備することは大切であると捉えておりますので、今後も働き方改革に向けた検討を行っていきます。
②特別支援教室巡回指導環境の充実と、巡回教員の働き方改善も併せて進めてください。
【回答】
特別支援教室の指導環境については、令和３年３月東京都教育委員会より発行されている「特別支援教室の運営ガイドライン」に基づき対応しております。今後も、児童・生徒の登室人数や状況に応じて対応していきます。また、巡回指導教員の働き方の改善については、教員一人ひとりが時間を意識した実践ができるよう意識改革を進めるなど、学校と連携を図りながら取り組んでいきます。

③働き方改革推進委員会の活性化を求めます。
【回答】
市では、各学校の副校長で構成する働き方改革推進委員会を設置し、各学校で取り組んでいることや今後の取組み等を情報共有してきました。令和2年度からは、委員の校正を副校長に見直すことで、より実効性のある会議を開催し、令和3年3月には、委員会の意見も参考に「羽村市立学校における働き方改革推進プラン」を改訂しました。

今後も、働き方改革推進委員会での意見を取り入れ、働き方改革に向けた様々な施策に取り組んでいきます。

④産業医新設に感謝します。新設後の産業医からの指摘内容について、引き続き伺います。
【回答】
令和2年度の校内職場巡視においては、職員室内の電気コード配線のつまづき防止対策や棚の管理についての指摘がありました。
令和3年度は、新型コロナウイルス感染症等に対する職場での感染症対策や働きやすい職場環境について助言がありました。

⑤引き続きタイムレコーダーによって正確に労働時間の把握を行い、ストレスチェックの強化と共に、長時間･過密労働の改善の話し合いが各校で持てるよう支援してください。
【回答】
羽村市立学校全校の労働安全衛生管理体制を整備することは大切であると捉えておりますので、今後も働き方改革に向けた検討を行っていきます。
８、 保育・子育て問題について
１）保育を受ける子どもたちがより良い環境で育つには、その条件整備が必要です。特にコロナ禍において、過密や感染防止対策の具体策を進めて下さい。
【回答】
認可保育園については、東京都の基準に基づく運用を行っております。
コロナ禍における保育施設等への感染防止対策については、保育施設等に対し、感染防止用の消耗品や備品の購入費等の補助を行っています。

２）引き続き、認可・認可外も含めた保護者負担軽減をはかるため、現在の第２子半額、第３子以降無償を、「第２子以降の無償」との改善を求めます。
【回答】
第２子半額、第３子以降の無償化を継続していきます。
３）、引き続き、若い保育士さんが働き続けられるように、宿舎借り上げ支援事業の拡充をはじめ、待遇の改善をはかって下さい。
【回答】
「羽村市保育従事職員宿舎借上げ支援事業」を実施するとともに、処遇改善加算や「羽村市保育士等キャリアアップ補助金」などで待遇の改善を図っています。

４）最近、地域の公園から子供たちの遊具が撤去等されるケースが散見されており、目にした住民の方から、何が「子育てしやすい町づくりだ」と怒りの声も聞きます。現状における公園のる遊具数、撤去等により使用不能の遊具数及びその訳等について具体的にお答えください。
【回答】
　市内公園の遊具数は、２４４基となります。撤去した遊具数は、過去５年間
で５基です。経年劣化による修理不可能な遊具や製造より年月が経過したこと

により部品の供給が無くなったものについて撤去しています。
９、生活保護費問題について
１）コロナ禍によって、だれもが出費が増加しがちです。生活費が限られている受給者への生活扶助費引き上げを国に働きかけてください。
【回答】】

　国に対して市単独で意見をするつもりはありませんが、必要に応じて検討をしていきます。

２）生活保護の生活扶助費については、従来の所得中間層との比較方式を廃止し、第一、十分位の最下層との比較して引下げ額が決められました。実態がまったく反映されておらずに基準部会の委員の間でも問題視された案件です。ご存知のように、生活扶助費削減等の引き下げは、他の施策にも影響が及ぼすものであり、ぜひ、こうしたスタンスで以下の要望について、国等への意見を上げてください。
①級地引上げ。
②低所得者の生活をさらに劣化させる生活扶助費引き下げにをやめること。
③エアコンの設置に関わる費用の助成額5万円上限の引上げ等に関し、国に対して市長会等を通じ意見・要望を上げてください。
【回答】
①毎年、東京都を通じて、「地域の実情に即した級地区分の適用を図られたい。（西多摩地域4市の級地区分を同一に設定していただきたい。）」との要望をしています。
②国に対して市単独で意見をするつもりはありませんが、必要に応じて検討をしていきます。
③東京都市長会より、東京都に対して、家具什器費（冷房器具）の支給要件の見直しについて、国に働きかけるよう要望をしています。
３）今年も猛暑が続き、熱中症による死亡者が急増し放置できない事態です。生活保護受給者への冷暖房費補助とエアコンの無い世帯には、他市町村と連携して無償で設置できるように国に働きかけて下さい。受給者でない生活困窮者にも同様の処置を行うように働きかけて下さい。なお、国が実施するまでは、市は独自の支援策を行って下さい。行えないなら、その根拠を示して下さい。以下の具体的要請項目についても求めます。
①保護開始日に関わらず、遡及して冷房器具給付を行うこと
②夏季加算を新設させること。
【回答】
①東京都市長会より、東京都に対して、家具什器費（冷房器具）の支給要件の見直しについて、国に働きかけるよう要望をしています。
　②東京都市長会より、東京都に対して、夏季加算の新設について、国に働きかけるよう要望をしています。
４）コロナ禍で受給者が増える中で、ケースワーカーの人数を増やし、受給者へのケ　　アを充実させて下さい。
【回答】

受給世帯の状況に応じ、対応していくこととしています。
　　　回答は下記メールアドレスにてお願い致します。

　　　　　　　　　　連絡先：市川　秀夫　　羽村市小作台4-7-5-117

　　　　　　　Mail：vision_4723@yahoo.co.jp 　電話：080-7839-0276
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